
◎基本情報

○ 対象 ● 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費 ○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理費

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助・助成　 ○ その他

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外

指標2の評価、未達理由、今後の
考え方

今年度の見直し
内容

なし

来年度以降の方
向性

事業終了のため廃止

↓

アウトカム
成果指標2

という状態にしたい、成果を挙げたい

令和4年度実績 令和5年度予定 令和5年度実績 令和6年度予定 令和7年度予定 令和8年度予定

令和8年度予定

指標1の評価、未達理由、今後の
考え方

内閣府の通知で定められた内容（対象者や実施手法等）のとおり、事業を実施している。

アウトプット
活動指標2

という活動、業務を行うことで

令和4年度実績 令和5年度予定 令和5年度実績 令和6年度予定 令和7年度予定

↓

アウトカム
成果指標1

設定していない という状態にしたい、成果を挙げたい

令和4年度実績 令和5年度予定 令和5年度実績 令和6年度予定 令和7年度予定 令和8年度予定

令和8年度予定

人工

指標

アウトプット
活動指標1

設定していない という活動、業務を行うことで

令和4年度実績 令和5年度予定 令和5年度実績 令和6年度予定 令和7年度予定

9 人工

令和6年度予算額 24,008,411 千円 うち特定財源 24,008,411 千円 正規職員業務量 9

正規職員業務量 9 人工

令和5年度決算額 1,437,589 千円 うち特定財源 1,437,589 千円 正規職員業務量

千円 正規職員業務量 0 人工

令和5年度予算額 19,594,000 千円 うち特定財源 19,594,000 千円

どのような状態にしたい
（状態を維持したい）

物価高騰の現下の状況に鑑み、低所得者や定額減税しきれないと見込まれる世帯及び個人の生活を速やかに支援する。

他都市の状況

全国の市町村で実施

市民参加の実施

令和4年度決算額 0 千円 うち特定財源 0

施策名 －

アクションプラン

事業の性質

事
業
内
容

事業の背景（現在の状況、社
会的課題）

全国的なエネルギー・食料品等の物価高騰対策のため、令和５年１２月２２日付の閣議決定により物価高騰対応重点支援地
方創生臨時交付金に下記の支援を想定した「給付金・定額減税一体支援枠」が設定された。
①令和５年度住民税が均等割のみ課税の世帯：１世帯あたり１０万円
②令和６年度新たに住民税が非課税若しくは均等割のみ課税となる世帯：１世帯あたり１０万円
③令和５年度又は令和６年度の住民税が非課税若しくは均等割のみ課税となる世帯のうち、１８歳以下の児童がいる世帯：当
該児童１人あたり５万円
④定額減税可能額が令和６年分推計所得税額又は令和６年度分住民税所得割額を上回る者：当該上回る額の合算額（１万
円単位で切り上げ）

事業内容
（何を実施し）

上記の①及び③に対し現金給付を実施する。
※②及び④は令和６年度に実施

【申請書類送付件数】
①：２８，０９８世帯
③：１９，８１０世帯

【支給実績】
①：１００，０００円×１００世帯＝１０，０００千円
③：５０，０００円×２６，６１８人＝１３，３０，９００千円

事業名 低所得者支援及び定額減税補足給付金

評価担当課 所   属 保）総務部　地域福祉・生活支援 電話番号 011-205-0692

事業評価調書

年度 令和5年度 会計コード 10 一般会計 事業コード 70376


